
施設の名称：

開設予定時期

休 館 日

開館時間

所 在 地：

延床面積 ：

建物規模

２ 概 要

（仮称）文化芸術ホール管理運営計画 概要版

４ 事業計画、区民の関わり方

３ 基本理念、重点的な取組等

４階 ５階 ６階

１ 整備の背景

※浜松町二丁目地区第
一種市街地再開発事
業の中で整備します。

【３つの機能と運営方法】

区 分 区民の主な関わり方 事業の概要

諸室一覧

西側から見た断面図

９階

４～５階

３階

。

様々な分野に対応できる多様性のあるホール。

。

各種講座やワークショップなどで利用可。

エントランスロビー

小ホール 小ホール上部

小練習場

小練習場

大練習場

小練習場
中練習場

中練習場

大ホール 大ホール上部

楽屋大兼

リハーサル室

※図面は、令和４年８月時点の内容です。今後の実施設計や再開発事業
全体の進捗状況等により変更が生じる場合があります。

３階

鑑賞する

出演する
体験する

協働する

学 ぶ

施設を利用する

区民の主な関わり方



10 開館までのスケジュール（想定）

７ 組織と人的資源管理

文化芸術ホールの人的体制として、施設の管理運営と事業実施を担う組織や区がめざす人的資源の管理について

整理します。

【組織構成】

文化芸術ホールの実務を担う組織は、以下の６部門とし、各部門においては、それぞれの部門における役割を達

成するためのプロジェクトを複数設置し、各プロジェクトリーダーのもとで業務を推進します。

【めざす人的資源管理】

文化芸術ホールでは、人材を経営の重要な資源と捉え、経営戦略に生かす人的資源管理を行います。

文化芸術ホールの開館準備期間や開館後の運営が安定するまでの期間は、指定管理者の給与形態に準じた雇用契

約を想定しますが、将来的には、区と指定管理者が、内容や時期を協議の上、専門機関における人的資源管理の最

先端モデルとして、新しい働き方を取り入れた組織マネジメントを前提に、専門的人材が高いモチベーションを

持って力を発揮できる手法をめざします。また、総額人件費管理を基本とし、経年とともに職員の働きとは無関係

に人件費が増大していくことを防ぎます。

【キャリア開発】

既に専門性を備えた即戦力の人材の登用だけでなく、未経験者や新卒の人材を、将来の運営者として育成します。

一定の経験を積んだ職員は転身を図るための支援を行うなど、職員が生涯を通じて自己実現を図れるように促し、

戦略的キャリアプランを推進し、人材の流動化、水準の向上、労働環境の改善等に寄与していきます。

共生社会の実現に向け様々な活動を展開する文化芸術の中核拠点施設として、利用者及び参加者だけでなく全

ての来館者に対して、訪れやすい、快適に過ごせる、参加しやすい環境（オンラインを含む）を保持することは

必須です。加えて、重点的な取組に掲げる「地域の課題に寄り添い、多様な価値観を認め合う共生社会の実現に

向けた取組」に基づき、誰一人取り残さない取組の推進をめざし、心身に障害を持つ方、母語が日本語ではない

方、文化芸術に対する心理的障壁のある方、経済的事情等によって文化芸術と接する機会を持てない方、地域社

会等において居場所を求めている方などに対して、当事者の立場に寄り添った対応と事業運営を行います。

【気運醸成（プレ）事業】

開館後に本格化させる事業や活動に向けて、気運醸成（プレ）事業を展開します。

一部の愛好家だけではなく、文化芸術に触れることができなかった区民に対しても、区で初めての文化芸術の

中核拠点である文化芸術ホールの開館が、より良い区民生活の実現につながることへの期待感を高めるような事

業を実施します。

あわせて、関係団体等との連携の基盤を構築していきます。

【開館記念事業】

文化芸術ホールが、一部の愛好家だけでなく、区内在住、在勤、在学者及び区で活動する全ての人々のための

ものであることを区内外に広く周知するような事業を展開します。

６ 経営戦略等

指定管理者は、文化芸術ホールの基本理念及び重点的な取組を踏まえ、区が今後作成する中期経営方針を基本

とし、５～10年の中期計画を策定します。

経営方針の策定に当たっては、区における社会的課題の状況、文化芸術ホールにおける人的資源や財務の状況

等を勘案し、文化芸術ホールが持つ研究開発力、創造性や企画力等を基に新規性に富んだ作品や企画を国内外に

発信する事業、共生社会の実現など社会的課題の解決に向けて文化芸術ホールが取り組む事業、区内外の市場の

需要に応えた公演等を提供し確実に収益を得る事業の３つのタイプの事業バランスを踏まえた事業戦略を盛り込

みます。

【マーケティング及び広報・支援開拓など】

研究の成果を取り入れながら、主催事業の販売計画立案、価格設定、販売チャネルの開拓、プロモーション、

広報宣伝媒体の活用など戦略的にマーケティングを展開します。また、誰一人取り残さないサービスを提供でき

るよう、様々な手法を用いて、参加者及び利用者との関係性を構築していきます。

部門名 概 要

企画制作部門 文化芸術ホールが行う企画制作事業と貸出事業を担当します。

舞台技術部門 文化芸術ホールの舞台技術に関する業務全般を担います。

教育企画部門 文化芸術ホールが行う教育事業全般を担当します。

研究企画部門
事業推進、経営戦略に必要な研究プロジェクトを国内外の研究者とともに企画し実践す
る研究開発事業全般を担当します。

営業・開拓部門
会員制度構築、セット券や単券の販売戦略、販売状況の把握・戦略、制作や広報と連携
した区民や参加者向けの情報発信を行います。

総務部門
文化芸術ホールの中期計画の策定など、経営戦略全般を統括し、また、庶務全般を担い
ます。

持続性をもって事業を展開するために、区が一定の経費を支出しますが、区の財政的な負担を極力軽減して

いくことを検討します。なお、試算はあくまで、現時点での概算であり、区が指定管理者からの提案内容を精

査の上、適正な指定管理料を決定します。

初年度（１年目） 中間年度（５年目） 最終年度（10年目）

収収 入入 ００..９９ 22..11  ２２..７７

事業収入 0.５ １.0 １.５

助成収入 0.４ 1.１ 1.２

支支 出出 ９９..44  11１１..55  1122..99  

事業費 3.0 4.0 ４.4 

人件費 ２.９ ４.０ ５.０

維持管理費（専用部） 2.5 2.5 2.5 

運営費 1.0 1.0 1.0 

収収支支差差額額（（指指定定管管理理料料）） ８８..55  ９９..44  １１００..22  

（単位：億円）

研究機能の一環として実施される評価プロジェクトに基づく自己評価と、施設設置者である区による評価を実

施します。区の基準に則った評価を実施し、モニタリング等の取組を専門的かつ客観的な視点で評価するため、

区は指定期間内（原則として指定期間の中間年度）に必ず第三者評価機関等による評価を実施します。

＜指定管理者の収支概算＞

５ インクルーシブ対応

９ 評 価

８ 収支の考え方

■収入について

区民には適切な費用負担を求め、様々な媒体を通した広報活動によりチケット収入の向上を図るとともに、

個人及び企業の寄付金や、国及び民間財団等の助成金の活用にも努め、収入増をめざします。

■支出について

事業本数を段階的に増やし、内容についても研究開発事業の結果等を踏まえ充実させていきます。研究開発

事業については、３～５年間の研究期間を経て事業や組織運営等で実践し、成果の検証及び課題の抽出のおお

むね10年程度のサイクルが基本となります。このため、必要に応じて事業費及び人件費を段階的に増額します。

※その他、区の収入として使用料、区の支出として共用部に係る維持管理費等があります。

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

令和８年度
（2026）

令和９年度
（2027）
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【キャリア開発】

・未経験者や新卒⼈材を
将来の運営者として育成

・⼀定経験を積んだ職員の
転⾝を図るための⽀援

・職員が⽣涯を通じて
⾃⼰実現を図れるように

【収⽀概算】
1年⽬ 10年⽬

⽀出 9.4億円 12.9億円
事業費 3.0億円 4.4億円
⼈件費 2.9億円 5.0億円

維持管理費 2.5億円 2.5億円
運営費 1.0億円 1.0億円

収⼊ 0.9億円 2.7億円

(仮称)⽂化芸術ホール 管理運営計画より

R6予特 総務費 ⼩倉りえこ


